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１．当四半期決算に関する定性的情報 

(1) 経営成績に関する説明 

当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、個人消費が低迷しているものの、米国やアジア諸国の景気回復に伴う

輸出増加から企業部門の景況感は改善しており、設備投資も底堅く推移しました。 

このような経営環境の中、当社は、社会とともに目指す未来像・方向性としてソート（Thought）「Innovating for a 

Wise Future」を掲げて、付加価値成長による持続可能な発展を目指しております。「工学知」をベースにした有益な技

術を社会に普及させることで、より賢慮にみちた未来社会を創出していきたいというソートに込めた思いを実現する

ため、顧客の信頼にこたえるサービスの品質確保、業務の柱となる新規事業への開発投資と産学・パートナー連携、人

材の確保・育成と知財の整備などに継続して取り組んでまいりました。 

当第３四半期累計期間においては、IoT 関連ビジネスとして、Wi-Fi 接続型電子錠（スマートロック）「RemoteLock」

の日本市場での販売及びサービス提供を開始するとともに、介護ベッド用見守りセンサー「EVER Relief」のサービス

提供を開始しました。いずれも、当社がこれまで培ってきた様々な構築物における技術とのシナジー効果を見込み、建

物の安心・安全はもとより、その建物内で暮らす皆さまの“安全性”と“快適性”の向上を実現するものとなっており

ます。 

当第３四半期累計期間の当社の業績は、売上高は 77億５百万円（前年同期は 73 億 75 百万円）、営業利益は１億 97 百

万円（前年同期は４億 80 百万円）、経常利益は１億 25 百万円（前年同期は４億 34 百万円）、四半期純利益は 81 百万円

（前年同期は３億 29 百万円）となりました。前年同期と比較して増収減益となりましたが、減益の主な要因である、

大型不採算プロジェクトにつきましては収束しました。前年同期を上回る受注残高 61 億 79 百万円（前年同期は 58 億

26 百万円）を確保し、高い利益率が見込まれていることから、事業活動は着実に進捗しております。 

当社は当事業年度より、四半期配当制度を導入しております。平成 29 年５月 15 日開催の取締役会において、平成

29 年３月 31 日を基準日とした当第３四半期末配当金を、１株当たり 10 円とすることを決議いたしました。なお、年

間配当金の予想につきましては、１株当たり 60 円で変更はありません。 

各報告セグメントに関しては、３．(３) 四半期財務諸表に関する注記事項（セグメント情報等）のⅡ当第３四半期

累計期間（自 平成 28 年７月１日 至 平成 29 年３月 31 日）もご参照ください。 

当第３四半期累計期間の報告セグメント別の状況は、次のとおりであります。 

 

【エンジニアリングコンサルティング】  

当第３四半期累計期間においては、住宅業界をリードするトップ企業からの差別化に向けた投資に対応するシステ

ム開発業務、中期的な保全を考えた耐震改修、防災・減災のための解析業務及び構造設計コンサルティング業務が好調

に推移しました。一方、大型プロジェクトの不採算化は当セグメントの利益率を低下させ減益要因となりました。この

結果、エンジニアリングコンサルティング事業における当第３四半期累計期間の売上高は 58 億 80 百万円（前年同期は

57億 88 百万円）、セグメント利益（営業利益）は 15 億 51 百万円（前年同期は 17 億 19 百万円）となりました。また、

受注残高につきましては、52億 87 百万円（前年同期は 50億 27 百万円）となっております。 

 

 【プロダクツサービス】 

当第３四半期累計期間においては、設計者向けＣＡＥソフト、統合型粒子法流体解析ソフト、クラウドベースのメー

ル配信サービスなどの販売が好調に推移しました。この結果、プロダクツサービス事業における当第３四半期累計期間

の売上高は 18 億 25 百万円（前年同期は 15億 87 百万円）、セグメント利益（営業利益）は４億 83 百万円（前年同期は

２億 84 百万円）となりました。また、受注残高につきましては、８億 91 百万円（前年同期は７億 99 百万円）となっ

ております。 

 

(2) 財政状態に関する説明 

(資産) 

流動資産は、前事業年度末に比べて 55.1％増加し、54 億 79 百万円となりました。これは、主に現金及び預金が 7億

42 百万円、受取手形及び売掛金が７億 68 百万円、仕掛品が３億 53 百万円増加したことによります。 

固定資産は、前事業年度末に比べて 4.4％増加し、72 億 29 百万円となりました。これは、主に無形固定資産のその

他が１億 44 百万円増加したことによります。 

この結果、総資産は、前事業年度末に比べて 21.5％増加し、127 億９百万円となりました。 

(負債) 

流動負債は、前事業年度末に比べて 64.3％増加し、61 億２百万円となりました。これは、主に短期借入金が 21億 90

百万円、賞与引当金が４億 46 百万円、前受金が２億 78 百万円増加する一方、未払費用が４億 68 百万円減少したこと

によります。 

固定負債は、前事業年度末に比べて 2.0％減少し、35億 36 百万円となりました。これは、主に長期借入金が１億 87

百万円減少したことによります。 

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて 31.7％増加し、96 億 38 百万円となりました。 

(純資産) 

純資産合計は、前事業年度末に比べて 2.2％減少し、30億 70 百万円となりました。これは、主に利益剰余金が１億 94

百万円減少したことによります。  
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(3) 業績予想などの将来予測情報に関する説明 

わが国経済は、底堅く推移しているものの、個人消費は低迷しており、輸出産業頼みの状況が続いており、海外の政

情変化により、その見通しは不透明です。当社の対面業界におきましても、現在は他社との差別化のための設備投資が

堅調ですが、当社を取り巻く事業環境は短期的に大きく変動する可能性があります。このような状況の中、当社は、「大

学、研究機関と実業界をブリッジする」という創業以来の経営理念や、「Professional Design & Engineering Firm」

のミッションを追求しながら、将来に向けた新たな価値創造を、当社を巡るステークホルダーの方々と共有していく方

針です。高付加価値高品質な技術の提供、優秀な人材の参画と育成、将来に向けた投資、戦略的な法務知財部門の構築、

これら４つの要素を組み合わせて今後も着実に成長し、より賢慮にみちた未来社会の実現を目指してまいります

（「Innovating for a Wise Future」）。具体的な施策といたしましては、まず第一に、顧客に提供するサービスや製品

について、顧客要求を満たす高い品質レベルを一貫して保つよう組織全体で努めてまいります。さらに、技術者、マネ

ージャ、経営層それぞれにおいて、人材の確保と育成を地道に継続してまいります。また、新しい業務の柱となるビジ

ネスの確立に努めるとともに、海外からの単なる技術移転だけでなく、日本国内での付加価値向上、あるいは日本の課

題解決の経験を活かして海外にも「Design & Engineering」を展開してまいりたいと考えております。あわせて、成果

物の知的財産確保に今後も継続して取り組むとともに、法務面の整備を一層強化してまいります。 

平成 29 年６月期の業績予想につきましては、受注残高が着実に積みあがっている状況に加え、大型不採算プロジェ

クトが当第３四半期累計期間末までに終結したこと及び高収益を確保できる案件の早期受注早期売上に努めることで

目標利益の達成に向け邁進してまいる所存です。 

現時点において平成 28 年８月 10日公表の通期業績予想数値に変更はございません。今後、通期業績予想の修正の必

要が生じた場合には、東京証券取引所の適時開示規則に基づき、速やかにご報告させていただきます。 

 

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項 

(1) 四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

 

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

会計方針の変更 

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用） 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第 26号 平成 28 年３月 28日。以下「回収

可能性適用指針」という。）を第１四半期会計期間から適用し、繰延税金資産の回収可能性に関する会計処理の方法の

一部を見直しております。 

回収可能性適用指針の適用については、回収可能性適用指針第 49 項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１

四半期会計期間の期首時点において回収可能性適用指針第 49 項(3)①から③に該当する定めを適用した場合の繰延税

金資産及び繰延税金負債の額と、前事業年度末の繰延税金資産及び繰延税金負債の額との差額を、第１四半期会計期間

の期首の利益剰余金に加算しております。 

この結果、第１四半期会計期間の期首において、繰延税金資産（投資その他の資産）が 12,248 千円、利益剰余金が

12,248 千円増加しております。 

 

(3) 追加情報 

（従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取引について） 

当社は、従業員持株会（以下「本持株会」という。）に信託を通じて自社の株式を交付する取引を行っております。 

①取引の概要 

当社は、従業員の福利厚生の充実を図り、従業員の株価への意識や労働意欲を向上させるなど、当社の企業価値の向

上を図ることを目的として、本持株会に加入するすべての従業員を対象に、当社株式の株価上昇メリットを還元する株

式給付信託（以下、「平成 28 年ＥＳＯＰ信託」という。）を平成 28年３月より導入しております。 

平成 28 年ＥＳＯＰ信託では、当社が当該信託を設定し、当該信託はその設定後２年２ヵ月間にわたり本持株会が取

得すると見込まれる数の当社株式を、予め一括して取得し、本持株会の株式取得に際して当社株式を売却していきま

す。信託終了時までに、当該信託が本持株会への売却を通じて当該信託の信託財産内に株式売却益相当額が累積した場

合には、それを残余財産として受益者適格要件を充足する本持株会会員に分配します。また当社は、信託銀行が当社株

式を取得するための借入に対し保証をしているため、信託終了時において、当社株価の下落により当該株式売却損相当

の借入残債がある場合には、保証契約に基づき当社が当該残債を弁済することとなります。 

②信託が保有する自社の株式に関する事項 

(イ)信託における帳簿価額は前事業年度 586,225 千円、当第３四半期会計期間 446,317 千円であります。信託が保有す

る自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。 

(ロ)期末株式数は前事業年度 447,500 株、当第３四半期会計期間 340,700 株であります。期末株式数は、１株当たり情

報の算出上、控除する自己株式に含めております。 

③総額法の適用により計上された借入金の帳簿価額 

前事業年度 582,617 千円、当第３四半期会計期間 357,525 千円  
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（役員向け株式報酬制度について） 

当社は、取締役（社外取締役を除く。）及び当社と委任契約を締結している執行役員（以下「取締役等」という。）を

対象に、これまで以上に当社の中長期的な業績の向上と企業価値の増大への貢献意識を高めることを目的として、役員

向け株式報酬制度を導入しております。 

①取引の概要 

当社が、当社株式の取得資金を拠出することにより、当社取締役等のうち一定の要件を充足する者を受益者とする信

託を設定します。当該信託は予め定める株式交付規程に基づき当社取締役等に交付すると見込まれる数の当社株式を、

当社自己株式の処分により取得します。その後、信託期間中の毎年９月に、取締役会において、取締役等に対して交付

する株式数を算定する基礎となる金額（以下「交付株式数算定基礎額」という。）を決議し、毎翌年６月に、株式交付

規程に基づき受益者となった取締役等に対して、交付株式数算定基礎額に基づき算定された株式数の当社株式を交付

します。当該信託により取得する当社株式の取得資金は全額当社が拠出するため、取締役等の負担はありません。 

②信託が保有する自社の株式に関する事項 

(イ)信託における帳簿価額は前事業年度 73,636 千円、当第３四半期会計期間 73,636 千円であります。信託が保有する

自社の株式は株主資本において自己株式として計上しております。 

(ロ)期末株式数は前第３四半期会計期間 56,800 株、当第３四半期会計期間 36,800 株であり、期中平均株式数は、前第

３四半期累計期間 56,800 株、当第３四半期累計期間 36,800 株であります。期末株式数及び期中平均株式数は、１

株当たり情報の算出上、控除する自己株式に含めております。 
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３．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成28年６月30日)

当第３四半期会計期間
(平成29年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 385,747 1,127,761

受取手形及び売掛金 1,402,064 2,170,965

半製品 4,670 25,916

仕掛品 990,267 1,343,614

前渡金 51,582 26,641

前払費用 454,053 400,297

その他 353,306 440,828

貸倒引当金 △109,158 △56,028

流動資産合計 3,532,532 5,479,997

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 1,668,848 1,688,630

土地 3,267,401 3,267,401

その他（純額） 141,608 142,320

有形固定資産合計 5,077,858 5,098,352

無形固定資産

ソフトウエア 301,153 280,412

その他 12,636 157,159

無形固定資産合計 313,789 437,572

投資その他の資産

投資有価証券 184,470 261,652

その他 1,353,563 1,433,809

貸倒引当金 △1,757 △1,757

投資その他の資産合計 1,536,277 1,693,704

固定資産合計 6,927,925 7,229,629

資産合計 10,460,458 12,709,626

負債の部

流動負債

買掛金 312,861 411,852

短期借入金 750,000 2,940,000

1年内返済予定の長期借入金 443,600 472,932

未払金 292,308 414,145

未払費用 713,527 245,030

前受金 700,794 979,213

賞与引当金 － 446,032

受注損失引当金 9,160 1,962

その他 491,159 191,007

流動負債合計 3,713,412 6,102,176
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(単位：千円)

前事業年度
(平成28年６月30日)

当第３四半期会計期間
(平成29年３月31日)

固定負債

長期借入金 1,740,617 1,553,493

退職給付引当金 1,755,573 1,835,297

役員退職慰労引当金 40,000 40,000

資産除去債務 31,719 37,593

その他 39,933 70,332

固定負債合計 3,607,843 3,536,715

負債合計 7,321,255 9,638,892

純資産の部

株主資本

資本金 1,010,200 1,010,200

資本剰余金 1,279,603 1,279,603

利益剰余金 3,078,808 2,884,632

自己株式 △2,234,311 △2,124,958

株主資本合計 3,134,300 3,049,476

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 4,902 21,257

評価・換算差額等合計 4,902 21,257

純資産合計 3,139,202 3,070,734

負債純資産合計 10,460,458 12,709,626
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（２）四半期損益計算書

第３四半期累計期間

(単位：千円)
前第３四半期累計期間
(自 平成27年７月１日
　至 平成28年３月31日)

当第３四半期累計期間
(自 平成28年７月１日

　至 平成29年３月31日)

売上高 7,375,962 7,705,869

売上原価 3,767,444 4,170,053

売上総利益 3,608,517 3,535,815

販売費及び一般管理費 3,127,879 3,338,623

営業利益 480,637 197,192

営業外収益

受取利息 102 45

受取配当金 1,479 1,498

未払配当金除斥益 924 819

その他 2,078 1,776

営業外収益合計 4,584 4,140

営業外費用

支払利息 34,862 25,513

関係会社出資運用損 － 31,075

その他 15,646 19,735

営業外費用合計 50,508 76,325

経常利益 434,713 125,007

特別利益

固定資産売却益 2,810 －

特別利益合計 2,810 －

特別損失

固定資産除却損 193 －

特別損失合計 193 －

税引前四半期純利益 437,329 125,007

法人税、住民税及び事業税 125,114 44,004

法人税等調整額 △17,646 △511

法人税等合計 107,468 43,493

四半期純利益 329,861 81,514
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(3) 四半期財務諸表に関する注記事項 

（継続企業の前提に関する注記） 

該当事項はありません。 

 

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記） 

該当事項はありません。 

 

 

（セグメント情報等） 

Ⅰ 前第３四半期累計期間（自 平成27年７月１日 至 平成28年３月31日） 

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                                     (単位：千円) 

  

報告セグメント 

調整額 

(注１) 

四半期損益計

算書計上額

(注２) 

エンジニアリ

ングコンサル

ティング 

プロダクツ 

サービス 
計 

売上高 
  

  
 

 
    

外部顧客への売上高 5,788,010 1,587,951 7,375,962 ― 7,375,962 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
―  ― ―  ―  ― 

計 5,788,010 1,587,951 7,375,962 ― 7,375,962 

セグメント利益 1,719,720 284,182 2,003,903 △1,523,265 480,637 

（注）１．セグメント利益の調整額△1,523,265千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

 

 

Ⅱ 当第３四半期累計期間（自 平成28年７月１日 至 平成29年３月31日） 

１. 報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

                                                     (単位：千円) 

  

報告セグメント 

調整額 

(注１) 

四半期損益計

算書計上額

(注２) 

エンジニアリ

ングコンサル

ティング 

プロダクツ 

サービス 
計 

売上高 
  

  
 

 
    

外部顧客への売上高 5,880,057 1,825,811 7,705,869 ― 7,705,869 

セグメント間の内部売上高又

は振替高 
―  ― ―  ―  ― 

計 5,880,057 1,825,811 7,705,869 ― 7,705,869 

セグメント利益 1,551,728 483,252 2,034,980 △1,837,788 197,192 

（注）１．セグメント利益の調整額△1,837,788千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用であり、主

に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

２．セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

 

２. 報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 
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（持分法損益等） 

 

 
前事業年度 

（平成 28 年６月 30 日） 

当第３四半期会計期間 

（平成 29 年３月 31 日） 

関連会社に対する投資の金額 200,005 千円 200,005 千円 

持分法を適用した場合の投資の金額 216,290 千円 190,922 千円 

 

前第３四半期累計期間 

（自 平成 27 年７月１日 

 至 平成 28 年３月 31 日） 

当第３四半期累計期間 

（自 平成 28 年７月１日 

 至 平成 29 年３月 31 日） 

持分法を適用した場合の投資損失（△）の金額 △21,286 千円 △25,368 千円 

 

 

４．補足情報 

生産、受注及び販売の状況 

 

(1) 生産実績 

当第３四半期累計期間における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称 生産高(千円) 前年同四半期比(％) 

エンジニアリングコンサルティング 3,387,223 92.6 

プロダクツサービス 1,143,375 114.8 

合計 4,530,598 97.3 

（注）１．金額は総製造費用より他勘定振替高を控除した金額によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(2) 受注実績 

当第３四半期累計期間における受注実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称 受注高(千円) 
前年同四半期比

(％) 
受注残高(千円) 

前年同四半期比

(％) 

エンジニアリングコンサルティング 6,954,743 98.3 5,287,592 105.2 

プロダクツサービス 1,749,671 115.9 891,941 111.6 

合計 8,704,415 101.4 6,179,533 106.1 

（注）１．金額は販売価額によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 

(3) 販売実績  

当第３四半期累計期間における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

セグメントの名称 販売高(千円) 前年同四半期比(％) 

エンジニアリングコンサルティング 5,880,057 101.6 

プロダクツサービス 1,825,811 115.0 

合計 7,705,869 104.5 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 
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